
 

令和５年度 監察基本計画  

 

 

１．監察の目的及び種類  

監察は、事務の合理的運営、官紀の保持、優良な団体又は職員の推賞及

び不正行為の防止に関し、所管行政の改善向上に資することを目的として

行っているところであるが、令和５年度においては、昨今の所管行政を取

り巻く状況にかんがみ、以下の観点に立って、定期監察及び特別監察を実

施するものとする。  

 

 (1) 定期監察  

 

 定期監察は、監察の目的を踏まえ、関係部局等に共通の重要課題につい

て実施するものとし、令和５年度においては、以下の取組について実施す

る。  

  

１） 働き方改革の一層の推進に向けたマネジメント改革等に関する取組  

 

 国土交通省が、国民の生命と生活を守るという重大な使命を今後とも

的確に果たしていくためには、全ての職員がその能力を最大限に発揮し、

限られた時間で高い成果を上げていくことが求められる。一方、近年、職

員の価値観等が多様化する中にあって、ワークライフバランスを推進し、

誰もが働きやすい職場環境づくりを行うことも不可欠である。  

 このような観点から、国土交通省では、「女性職員活躍と職員のワーク

ライフバランスの推進のための国土交通省取組計画（令和３年４月２３

日一部改正）」を策定し、徹底した業務の見直しや効率化、デジタル化の

推進及びマネジメント改革を今後の働き方改革の主軸に据え、省を挙げ

て総合的かつ計画的な取り組みを進めている。  

同計画に基づく取組については、これまでの定期監察においても、全国

の現場の最前線で業務を担う地方整備局や地方運輸局等を対象に、業務

の効率化や ICT 環境の整備等の取組状況について監察してきたところで

あるが、同計画が目標とする令和７年度末に向けて更に強力かつ継続的

に取組を推進していくためには、組織運営の要となる幹部・管理職員によ

る適切なマネジメント等の取組状況を確認し、不十分な事例があれば直

ちに改善し、優良な事例があれば組織全体で速やかに共有することが重

要である。  

こうした観点に立ち、働き方改革の一層の推進に向けたマネジメント

改革等に関する取組について監察を行うこととする。  

 

 

 

 

 



 

２） コンプライアンスの徹底に関する取組  

 

コンプライアンスは、組織全体に対する社会的な信用を維持するとと

もに、組織本来の使命を果たしていくための下支えとなるものであって、

業務執行の基盤とも言うべきものである。  

これまで、国土交通省においては、過去に発生した不祥事を教訓とし

て、再発防止のための体制や様々な仕組を整備しつつ、省を挙げてコン

プライアンスの徹底に取り組んできた。しかしながら、近年においても、

複数の機関で発注業務等に係る不正事案が相次いで発生し、国土交通省

に対する国民の信頼が大きく損なわれる結果となった。 

このような状況の下、国民の信頼を回復するためには、職員一人ひと

りのコンプライアンス意識の更なる高揚を図るとともに、コンプライア

ンスの徹底に関する各種取組の実効性を確保することが喫緊の課題で

ある。 

また、コンプライアンスの徹底のためには、日常的な双方向の良好な

コミュニケーションを通して、職員相互の理解を深めて信頼関係を築き、

自分の意見や考えなどを誰に対しても安心して表明できるような風通

しの良い職場環境の形成も不可欠である。  

こうした観点に立ち、各機関におけるコンプライアンスの徹底に関す

る取組について監察を行うこととする。 

 

 

(2) 特別監察  

 

  特別監察は、所管行政に関する事務について、合理的運営の改善方策に

重点を置き、本計画に従い、又は、大臣の指示に基づき、状況に応じて機

動的に実施するものとし、令和５年度においては、前年度に引き続き、入

札契約事務その他の業務の適正な執行等を確保するため、必要に応じて実

施する。  

 

 

 

２．監察事項、対象機関及び実施期間  

 

(1) 監察事項  

 

 1) 定期監察  

  ○働き方改革の一層の推進に向けたマネジメント改革等に関する取組  

  ○コンプライアンスの徹底に関する取組  



 

 2) 特別監察  

  ◯入札契約事務その他の業務の適正な執行等を確保するために必要な事

項  

 

   

(2) 対象機関  

 

 1) 定期監察  

  国土技術政策総合研究所  

  地方整備局（北陸、中部、近畿、四国、九州）  

  北海道開発局  

  地方運輸局（北海道、北陸信越、近畿、四国、九州）  

   

 2) 特別監察  

  ○入札契約事務その他の業務の適正な執行等を確保するために特別監察

を実施する必要のある機関  

 

 

(3) 実施期間  

 1) 定期監察  

  第 1～3 四半期  

 

 2) 特別監察  

  年度内において随時実施  

 

 

 

３．その他  

  本基本計画策定後、所管行政の改善向上に資するため、所要の監察を行

う必要が生じたときは、適宜、上記監察事項以外の事項や上記対象機関以

外の機関について、監察を行うものとする。  

  「高知県内における入札談合事案に関する調査報告書」（平成２５年３月）

を踏まえた再発防止対策の実効性の検証を行う観点で特別監察を実施し

た場合は、その実施状況について、公正入札調査会議に報告するものとす

る。  

 

以 上  

 


